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研究成果の概要（和文）：浜岡原子力発電所敷地における3次元高密度アレイ観測網の強震記録から、硬質地盤の地震
動空間変動について、周波数、観測点間の距離に加え、観測点の各深度レベルや水平と鉛直成分の違いに着目した評価
を行った。さらに、評価した地震動空間変動特性を用い、回帰分析に基づく統計的なモデルを導出した。コヒーレンス
は周波数と距離の増加に伴い低下し、その低下度合いは水平成分より鉛直成分の方が、また深度レベルにおいて浅い方
が大きい結果となった。一方、フーリエ振幅比のばらつきは周波数と距離の増加と共に5Hz程度以下では増加し、それ
以上の周波数では一定となる傾向が見られた。

研究成果の概要（英文）：We evaluated spatial variations of seismic ground motions in hard soil, focusing 
on the difference of depth levels and horizontal and vertical components in addition to the frequency and 
the distance between the observation points, using the strong motion records in the three-dimensional 
array observation system arranged in the Hamaoka Nuclear Power Station. We derived the statistical models 
of coherence and standard deviation of Fourier amplitude ratio based on the regression analyses 
concerning frequency and horizontal distance from the spatial variation features of seismic ground 
motions. It was shown that the coherency decreased with increasing frequency and the distance. The degree 
of the decrease in the vertical component was larger than that in the horizontal component, also it is 
larger shallow in depth levels. The standard deviation of Fourier amplitude ratio under 5Hz increased 
with increasing frequency and the distance, but that was constant in the range greater than 5Hz.

研究分野： 工学・建築学・建築構造・材料・地震防災

キーワード： 強震記録　3次元アレイ観測　硬質地盤　コヒーレンス　フーリエ振幅比　回帰モデル　空間変動　原子
炉建屋
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１．研究開始当初の背景 
構造物の地震時の応答は、水平や上下方向

の並進震動のみで無く，ロッキング（回転）
やねじれ（水平面内での回転）震動が加わっ
た多次元的なものとなっている。このような
多次元的な挙動は、１）建物の剛心と重心の
ずれや地震時の支持地盤の不同一な沈下と
言った建物及び地盤の振動特性に起因する
ものと２）建物基礎への入力地震動の空間変
動に起因するものに大別できる。本研究では
これらの内、後者の入力地震動の空間変動が
建物及び基礎応答に及ぼす影響を観測記録
及び数値シミュレーションに基づいて調査
する。 
地震波動のインコヒーレント成分により

生じる地震動の空間変動は，並進成分の入力
低減と同時に，ねじれや回転成分を生じさせ
る。地震動空間変動特性は地盤毎に異なり，
かつランダムな性格を有するため，これまで
アレイ地震観測によりサイト毎に統計解析
に基づいてモデル化(入力コヒーレンスモデ
ル)されている。しかしながら，これら実測に
基づいて設定された入力コヒーレンスモデ
ルによって当該サイトに実在する構造物基
礎がどのような挙動を示したかを地震動空
間変動量との比較に基づいて定量的に評価
した事例は少ない。後述する弱震レベルの地
震動を扱った事例があるが、地表面レベルで
百ガル程度を越える強震記録に対しては殆
ど評価されていない。 
最近，地震動空間変動の影響を受けやすい

大規模構造物（大きな広がりを持つ基礎を有
する）である原子力発電所・原子炉建屋等や
その周辺地盤において採取された建物内を
含む立体的なアレイ地震観測記録（強震動を
含む）が公開され始めている。これらの記録
を分析することで、上述の入力地震動の空間
変動特性と建物・基礎の多次元応答との強震
時における関係が実測に基づいて評価する
ことができると考えられる。ちなみに、こう
したデータはこれまで公開される機会が極
めて少なかった。 

 
２．研究の目的 
本研究は，地震動空間変動が原子力発電所

建屋など、大規模構造物の建物・基礎の地震
時並進応答の入力低減とねじれ及び回転応
答の励起に及ぼす影響を実測と数値シミュ
レーションに基づいて定量的に評価するこ
とを目的とする｡具体的には、地震動の空間
変動は周辺地盤におけるアレイ観測記録か
ら評価し、建物・基礎応答は基礎上及び建物
各床レベルで採られた強震記録に基づいて
評価する。さらに、評価された地震動空間変
動量を模擬した波動場を再構築し、それによ
る建物・基礎の多次元応答を数値シミュレー
ションに基づいて計算する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は以下の４項目に沿って実施する。 

１）原子力発電所の原子炉建屋など、大型マ
ット基礎を有する施設での弱震・強震観測記
録（地盤系アレイ観測及び建物・基礎内にお
ける立体観測）の収集と主Ｓ波部分の抽出や
地震計方位誤差推定等の１次分析処理の実
施。２）地盤系アレイ観測記録から地震動空
間変動量をサイトごとに導出し、地盤種別や
振幅レベルと空間変動量との関係を調べる。
３）評価された空間変動量と建物内の立体観
測から求めた建物・基礎の並進応答の低減及
び回転・ねじれ応答の増加との関係を調べる。
４）上記２）の観測に基づいて得られた地震
動空間変動量と基礎・建物の多次元応答との
関係を数値シミュレーションに基づいて評
価する。 
 
４．研究成果 
 上記研究の方法で挙げた項目の内、１）の
地震動記録の整理（欠測成分の除去やノイズ
成分の判別など）に時間を要し、また、２）
の空間変動量の分析結果において、特定の周
波数において地震動空間変動に関して統計
解析上のモデル化を行う上での問題（急激な
コヒーレンスの低下など）が生じたため、こ
れらを吟味・評価するのに時間を要した。そ
のため、３）及び４）に関する調査が十分に
行えなかった。従って、以下に１）及び２）
に関する成果を中心に記載する。 
 
(1) 高密度アレイ観測 
浜岡原子力発電所では地盤内において地

表～地中 100mまで複数の深度レベル上に地
震観測点が多く設置されている。このうち、
図 1に今回の分析で用いた観測点と建屋の配
置を示す。本検討では GL-40m と GL-100m
レベル上の観測点の記録を用いた。表 1 に敷
地の地下構造を示す。 
 図 2 に GL-40m 及び GL-100m の深度レベ
ルにおける観測点間距離の分布を示した。組
み合わせの総数は GL-40m レベルが 28 個、
GL-100m レベルが 21 個である。そこで、後
述の各 2点間から得られるコヒーレンス及び
振幅比標準偏差の分析は、観測点間距離が最
も短い約 40m から最も長い約 250m までを
図 2 に点線で示す距離に関する 5 つの区間に
分け、それら区間毎に上記の分析値をアンサ
ンブル平均することによって評価した。分析
に用いた地震は 2009 年駿河湾の地震を含む
震源距離 100km 以内の 4 つの地震とした。 
 埋設地震計の設置方位に誤差が含まれて
いる場合が多いため、方位が確認できる建屋
地階床上の観測点をリファレンスとし、水平
面上での方位誤差角を評価した。 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 分析に用いた観測点と建屋の配置 
 

表 1 敷地の地下構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 2 つの深度レベルにおける観測点間距

離の分布 
 
(2) コヒーレンスの周波数・空間変動特性 
図 3 に 5 つの観測点距離区間に対して

2009 年駿河湾の地震記録の距離毎に求めた
アンサンブル平均としてのコヒーレンスを
観測点の 2つの深度レベル及び東西と上下成
分について示した（5 色によるプロット）。図
中の曲線は観測によるプロットから回帰式
によって求めたモデルを表す。 
図 3 から水平成分のコヒーレンスは、

GL-40m で 3～5Hz、GL-100m で 2～3Hz、
鉛直成分のコヒーレンスは観測点の両深度
レベルで約 2～3Hz の比較的低周波数帯域で
落ち込み部を持つ。この現象を詳しく調べる
ため、表 1 に示す地盤モデルに対して，水平
成層地盤への SV 波及び P 波入射による理論

伝達特性を求めた。入射角は地震の震源及び
敷地の伝播経路における深部地盤速度構造
を考慮して GL-5km レベルで 30 度とした。
図 4 に入射波に対する伝達関数を示す。SV
波入射における水平成分(図 4，実線)は，
GL-40m で 4～5Hz，GL-100m で 2Hz，鉛直
成分は両深度レベルで 2Hz 付近に伝達関数
の急激な落ち込みが見られた(図 4，棒線箇所)。
これは図 5に示す観測記録のフーリエ振幅ス
ペクトルの落ち込む周波数帯域(図 5，丸印)
とほぼ一致した。落ち込む周波数帯域は，当
該深度レベル以浅のS波構造による共振周波
数に対応しており，地盤共振時振動モードの
節となっていると考えられる。落ち込む周波
数帯域は，非伝達関数成分のインコヒーレン
ト成分が伝達関数に従うコヒーレント成分
に比べて相対的に振幅比の比率が大きくな
ると考えられ，その結果，コヒーレンスの算
出で用いたクロススペクトル密度関数の絶
対値がコヒーレント成分とインコヒーレン
ト成分の合算である 2地点のパワースペクト
ル密度関数の積に比べて小さくなることで
コヒーレンスの落ち込みが生じたと考えら
れる。 

 

図 3 観測点距離区間毎のコヒーレンスと回
帰曲線 
 

 
図 4  1 次元構造モデルによる伝達関数 
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図 5  観測記録のフーリエスペクトル 
 

2 次元 FEM モデル(図 6 上段)を用いて
perturbationを持つS波速度によるコヒーレ
ンスへの影響を検討した。Perturbation は，
変動係数 20%及び 40%とした指数型相関関
数を用いた。鉛直方向の相関距離は 0.012Vs
とし，水平方向の相関距離は鉛直方向の 10
倍とした。実観測点距離区間に相当する地点
(GL-40m)の組み合わせから実観測と同様の
手順でコヒーレンスのアンサンブル平均を
求めた（図 7(上段)）。図内には EW 成分の
GL-40m観測記録によるコヒーレンスも示し
た。その結果，観測結果でも見られたコヒー
レンスの落ち込み部がシミュレーションに
よっても認められたことで，不均質構造によ
って非伝達関数成分であるインコヒーレン
トな波が発生し，伝達関数の振幅特性が小さ
くなる周波数帯域でコヒーレンスが低下す
る傾向が裏付けられた。しかしながら、落ち
込み度合について，変動係数 20%よりも 40%
の方が大きいものの，観測記録を再現するま
でには至らなかった。これは、主なインコヒ
ーレントな波の成分は，敷地・敷地近傍の不
均質性ではなく，地震基盤層を含めたより深
く，且つ広範囲の地下構造の不均質や地層境
界不規則性による散乱成分の影響を受けて
いる可能性を示唆している。 
 

 
図 6  敷地･敷地近傍の均質及び不均質地下

構造モデル 
 
強震観測点の上方には埋め込みを有する

建屋基礎が存在している。この建屋基礎がコ
ヒーレンスに及ぼす影響を 2 次元 FEM 解析
で検討する。地盤－建屋基礎の 2 次元 FEM

モデルは，図 6 下段左に示した均質な水平成
層地盤モデルに地表から GL-23m，横幅 79m
の建屋総重量を付加した基礎を設けた（図 7
下段右）。図 5 下段に 3 章と同じ手順で求め
たGL-40m、水平成分のコヒーレンスを示す。
観測記録によるコヒーレンスと同周波数帯
域で低下が若干見られたが，2 次元モデルは
実建屋基礎の 3次元挙動に比べて散乱波によ
る幾何減衰を過小評価することを加味すれ
ば，建屋基礎が観測記録から評価したコヒー
レンスに与える影響は少ないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7  計算から求めたコヒーレンス 
 
(3) コヒーレンスの統計的モデル 
コヒーレンスモデルは次式から求めた。 
 

   bfeayf 
0

1tanh   
 

ここで、γ(f)はコヒーレンス，f は周波数を
表す。今回の回帰曲線を求めるにあたり，水
平成分のコヒーレンスは観測点レベルが
GL-40m で 3～5Hz，GL-100m で 2～3Hz，
鉛直成分は両深度レベルで 2～3Hz に落ち込
み部が存在していたことから，その周波数帯
域を回帰対象から除外して昨年度と同様の
手順で行った。回帰による相関係数 R を図内
に示したが高い相関性が見られた。回帰結果
(モデル)は距離の増加と共に低下する結果と
なった。 
図 8 にコヒーレンスの回帰係数(y0,a,b)を

水平・鉛直成分毎に GL-40m レベルを一例と
して示す。更に，各回帰係数の平均的な値を
4 地震のプロットから距離の関数として最小
二乗法により導いた（図中黒線）。係数 yo は
コヒーレンスの高周波数帯域の収束値を表
すが，距離の増加と共に値が小さくなる傾向
が見られ，特に水平成分において顕著である。
係数 aは水平成分が距離の増加と共に値が小
さくなる傾向が見られ，鉛直成分はほぼ一定
となった。係数 b はコヒーレンスの低周波数
帯域の低下度合を表すが，係数 y0 と同様に
距離の増加と共に値が小さくなる傾向が見

 

(Hz)
1 2 3 4 6 810 15

GL-40m

1 2 3 4 6 810 15
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

C
oh

er
en

cy
(

)

GL-40m
変動係数40%変動係数20%

(Hz)
1 2 3 4 6 810 15

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

C
oh

er
en

cy
(

)

不均質地下構造モデル 不均質地下構造モデル

均質地盤-基礎モデル

40m~60m
~100m
~150m
~200m
~250m

EQ-1（EW)

40m
80m
120m
160m
240m

数値計算結果
(水平成分)

5 (GL-40m)



られ，距離に対する低下度合いは水平成分よ
り鉛直成分において顕著であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 コヒーレンスの各回帰係数の距離依存
性 

 
(4) 振幅比標準偏差の統計的モデル 
振幅比標準偏差は昨年度と同様，各観測点

の加速度記録からフーリエ振幅スペクトル
の自然対数を求め，観測点ペア間(j,k 点間)の
差(ΔAjk(f))を求めた。同じ距離区間内の全て
の観測点の組み合わせに対してΔAjk(f)を求
め，そのばらつきを平均値 0（スペクトル比
換算で 1.0）に対する標準偏差 σΔA(f)(振幅
比標準偏差)として評価した。図 9 に GL-40m，
EW 成分の振幅比標準偏差を示す。また，振
幅比標準偏差は次式 3)による回帰分析を行
った（図中曲線）。 

 
   Bf

A eAf  1  
  
ここで，σΔA(f)は振幅比標準偏差，A,B は
定数を表す。回帰曲線による振幅比標準偏差
は，周波数の増加に伴って大きくなる傾向が
見られた。図 10 に振幅比標準偏差の回帰係
数(A,B)における距離依存性を示す。更に各回
帰係数の平均的な値を 4地震のプロットから
距離の関数として導いた(図中黒線)。係数 A
は振幅比標準偏差の高周波数帯域における
収束値を表すが，距離の増加と共に値が大き
くなる傾向が見られた。係数 B は振幅比標準
偏差の周波数に対する増加度合を制御する
係数であるが，距離の増加と共に値が小さく
なる傾向が見られた。 
 
(5) 既往の研究との比較 
図 11 に本結果及び既往の研究によるコヒ

ーレンスモデル及び振幅比標準偏差モデル
を示す。本結果は GL-40m，水平成分を示し
たが，コヒーレンスモデルは Ancheta et al. 
(2011)とHarichandran et al.(1986)によるモ
デルの間に位置付けられた。振幅比標準偏差
モデルは，本結果が既往の研究よりもやや小

さい傾向が見られた。この傾向は，回帰対象
の周波数帯域の違い(本検討が 0～16Hz，既
往の研究が0～50Hz)によるものと考えられ，
既往の研究は高周波数帯域(16Hz 以上)のバ
ラツキが大きい影響を受けていると考えら
れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9 観測点距離区間毎の振幅比標準偏差と

回帰曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 振幅比標準偏差の各回帰係数の距離依

存性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 本検討と既往の研究の比較(GL-40m、

水平成分) 
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